
 

 

 

平成３０年度 

 

大治町公共下水道事業特別会計予算書 



議案第１６号 

 

   平成３０年度大治町公共下水道事業特別会計予算 

 

平成３０年度大治町の公共下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５３０，７７３千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」によ

る。 

 

 （地方債） 

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

 

 平成３０年３月７日提出 

 

大治町長 村  上  昌  生  
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－2

出

1 使用料 43,

予

002

算

2 手数料 392

歳

3 国庫支出

　

金 92,000

入

1 国庫補助金 92,000

4 繰入金 158,874

1 一般会計繰

－

入金 158,874

5 繰越金 1

款

1

項

繰越金 1

金

6 諸収入 10,003

　

1

　

延滞金、加算金及び過

　

料 1

　

2 雑入 10,002

額

7 町債 2

第

(

21,000

単

1 町債 22

位

1,000

：

歳　　　　　　

千

入　　　　　　合　　

円

　　　　計 530,7

)

73

－3－

歳　出

款 項 金　　　　額

(単位：千円)

1 総務費 130

１

,5881

1 総務管理費 1

分

30,588

担

2 下水道事業費 2

金

90,921

及

1 下水道事

び

業費 290,921

負

3 公債費 1

担

09,263

金

1 公債費 1

表

5

09,263

,

4 諸支出金 1

5

1 繰出

0

金 1

1

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 530,773

　

1 負担金 5,

歳

501

2

入

使用料及び手数料 43

歳

,394



第２表 

地    方    債 

起債の目的 
限度額 

（千円） 
起債の方法 利  率 償還の方法 

公 共 下 水 道 債 181,600 

証 書 借 入 

3.0％以内 
（ただし、利率見直

し方式で借り入れ

る政府資金及び地

方公共団体金融機

構資金について、利

率の見直しを行っ

た後においては、当

該見直し後の利率） 

融資先の条件に

よる。ただし、

町財政の都合に

より、据置期間

及び償還期限を

短縮し、又は繰

上償還若しく

は、低利に借換

えすることがで

きる。 

流 域 下 水 道 債 26,000 

公営企業会計適用債 13,400 

計 221,000    
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予算に関する説明書 

 

 

平成３０年度 

 

 

大治町公共下水道事業特別会計歳入歳出予算事項別明細書 



単

4,801 700

位：

２ 使用料及び手数料

千

43,394 38,0

円

66 5,328

)

款

３ 国庫支出金 92,0

本

00 81,500 10

年

,500

度

４ 繰入

予

金 158,874 15

算

2,012 6,862

額 前

５ 繰越金 1 1

年度

６ 諸収入 10,0

予

03 10,003

算額

７ 町債 221,00

比

0 261,700 △4

　

0,700

　

歳　　　入　　

　

　合　　　計 530,

　

773 548,083

較

△17,310 100

構

.0

　

1.0

成　

8.2

比

17.

　

3

　

29.9

　　

0.0

(

1.9

%)

41.7

－5－

歳入歳出予算事項別明細書

１　総　括

(歳  入)

１ 分担金

(

及び負担金 5,501
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地　　方　　債 そ　　の　　他 　　　　　　(%)

(単位：千円)

－7－ －8－

(歳  出)

１ 総務費 130,588 129,203 1,385 39

本

,400 91,188

　年

２ 下水道事業費

　

290,921 315

度

,601 △24,68

　

0 92,000 181

予

,600 7,319 1

　

0,002

算

３ 公

　

債費 109,263 1

額

03,278 5,98

　

5 109,263

の　

４ 諸支出金 1 1 1

財　源

歳　　　　

　

　出　　　　　合　　

内

　　　計 530,77

　

3 548,083 △1

訳

7,310 92,00

款

0 221,000 20

本

7,770 10,00

年

3 100.0

度

2

予

4.6

算

54.8

額 前

20.6

年度

0.0

予算額 比　　　　較 特　　　　　定　　　　　財　　　　　源 構　　成　　比
一　般　財　源

国 県 支 出 金
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歳 入 の 部 



２ 歳

 

金　　１項　負担金　

負

　１目　下水道事業負

担

担金

－10－ －11－

金

1

(

下水道事業負担金 5,

款

501 4,801 70

)

0 1 下水道事業受益者

　

負 5,500 下水道事

１

業受益者負担金 5,5

 

00

　

分

担金現年度分

担金

2 下水道

及

事業受益者負 1 平成２

び

９年度分 1

負

担金滞納繰越

担

分

金

計 5,501 4,801 700

入

　(項)　１ 使用料

(款)　２ 使用料及び手数料

1 下水道使用料 43,002 38,002 5,000 1 下水道使用料現年度 43,000 下水道使用料 43,0

　

00

分

2 下水道使用料滞納

(

繰 2 平成２９年度分 1

単

越

位

分 平成２８年度以前分

：

1

千円

計 43,002 38

( )

,002 5,000

節
目

　(項)　２ 手数料

本

(款)　２ 使用料及

年

び手数料

度予

1 下水道手数

算

料 392 64 328 1

額

下水道手数料 392 指

前

定工事店指定申請手数

項

年

料 270

度

責任技術者登録

予

申請手数料 122

算額

計 3

比

92 64 328

　

　(

　

項)　１ 国庫補助金

　

(款)　３ 国庫支出

　

金

)

較 説

1 下水道費国庫補助

　

金 92,000 81,

　

500 10,500 1

　

下水道費補助金 92,

　

000 社会資本整備総

　

合交付金 92,000

　　　

計 92,000 81,

　

　

500 10,500

明
区　　分 金　　額

１

１款　分担金及び負担



　( 計

繰入金　　１目　一般

繰

会計繰入金

－12－ －

入

13－

金

1 一般会計繰入金

(

158,874 152

款

,012 6,862 1

)

一般会計繰入金 158

　

,874 一般会計繰入

４

金 158,874

 

項

繰

計 1

入

58,874 152,

金

012 6,862

　(項)　１ 繰越金

(款)　５ 繰越金

1 繰越金 1 1 1 繰越金 1 繰越金 1

)

計 1 1

　(項)　１ 延滞金、加算金及び過料

(款)　６ 諸収入

1 延滞金 1 1 1 延滞金 1 延滞金 1

(　 単

計

位

1 1

：

　(項)　２ 

千

雑入

(款)　６ 諸収

円

入

)

節

1 雑入 10,002

目

10,002 1 雑入 1

本

0,002 消費税及び

年

地方消費税還付金 10

１

度

,000

予

流域下水道事業

算

費負担金精算金 1

額

物件移

前

転補償費精算金 1

年度

計 1

予

0,002 10,00

算

2

額

　(項)　１ 町

 

比

債

(款)　７ 町債

　　

1

　

下水道債 221,00

　

0 261,700 △4

較

0,700 1 公共下水

説

道債 181,600 公

　

共下水道債 181,6

　

00

　

一

　

2 流域下水道債 26

　

,000 流域下水道債

　

26,000

　　

3 公営企業

　

会計適用債 13,40

明

0 公営企業会計適用債

区

13,400

　　

計 221

般

分

,000 261,70

金

0 △40,700

　　額

４款　繰入

会

金　　１項　一般会計
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歳 出 の 部 



３ 歳

度

     印刷製

節

本費 77

目

12 

比

役務費 79

　

  

　

   郵送料 67

較 特

     下水道賠

　

償責任保険料 12

　　

13 委託料 13,

定

479

　

    

　

 公営企業会計移行業

　

務委託料 13,479

財　

14 使用料及

　

び賃借料 6

　

  

源

   有料道路通行料

説

等 6

　

19 負担

　

金補助及び交付金 26

　

,645

　

   

　

  日光川下流流域下

　

水道推進協議会会費 3

　

5

　

     日

　

光川下流流域下水道事

明

業建設負担金 26,1

一

13

般

     

財

全国町村下水道推進協

源

議会愛知県支部会費 2

予

4

　算　額 予　算　額
国県支出金 地　方　債 そ　の　他 区　　分 金　　額

１款　総務費　　１項　総務管理費　　１目　一般管理費

－15－ －1

　

6－

1 一般管理 75,768 77,807 △2,039 2 給料 17,38739,400 36,368

○ 職員人件費 35,326「町債」 「使用料及び手費

 2 

出

給料 17,387流域下水道債 数料」 3 職員手当等 11,843

     一般職（5人） 17,38726,000 指定工事店指定

 3 職員手当等 11,843公営企業会計適 申請手数料 4 共済費

(

6,096

款

  

)

   管理職手当 71

　

4用債 270

１

 

 

    扶養手当 1,

総

22613,400 責

務

任技術者登録 9 旅

費

費 24

　

    

(

 住居手当 324申請

項

手数料

)

    

　

 通勤手当 13412

１

2 11 需用費 20

 

9

総

     時

務

間外勤務手当 767

管理

     休日勤

費

務手当 10「繰入金」

(

12 役務費 79

単位

     期末手

：

当 4,511一般会計

千

繰入金

円

    

)

 勤勉手当 2,952

本

35,976 13

 

委託料 13,479

年 

     地域手

度

当 1,205

 

 

予

4 共済費 6,096

 

14 使用料及び 6

算 

     共済

額

組合負担金 6,096

 

賃借料

の 

○

財

 下水道総務事務費 4

 

0,44219 負

源

担金補助 26,645

 内

 9 旅費 24

 

及び交付金

訳

  

本

   普通旅費 21

　年

     特別旅

　

費 3

度

11 需用

前

費 209

　

   

年

  消耗品費 132

　



　　較 特　　　

計 130,58

定

8 129,203 1,

　

385 39,400 9

　

1,188

　

(款)　２ 下水道事

財

業費

　(項)　１ 下

　

水道事業費

1 下水道事

　

290,921 315

　

,601 △24,68

源

0 13 委託料 32,9

説

20

　

92,00

　

0 181,600 7,

　

319 10,002

○

　

 下水道事業費 290

　

,921「国庫支出金

　

」 「町債」 「分担金及

　

び負業費

　

13 

　

委託料 32,920社

明

会資本整備総 公共下水

一

道債 担金」 15 工

般

事請負費 230,00

財

0

源

     公

予

共下水道実施設計業務

　

等委託料 32,400

算

合交付金 181,60

　

0

額

     物

予

件調査業務委託料 52

　

092,000

算　額
国県支出金 地　方　債 そ　の　他 区　　分 金　　額

１款　総務費　　１項　総務管理費　　１目　一般管理費

－17－ －18－

     下水道実務研修費負担金 105

     日本下水道協会負担金 62

     水洗便所改造資金利子補給金 6

     浄化槽雨水貯留施設転用費補助金 300

2 維持管理 54,820 51,396 3,424 11 需用費 1,570

(款

54,820

○ 維

)

持管理費 54,820

　

「使用料及び手費

１ 

11 需用費 1,5

総

70数料」 12 役

務

務費 1

費

    

　

 燃料費 1下水道使用

(

料

項

     修

)

繕料 1,56943,

　

000 13 委託料

１

4,514

 

12

総

 役務費 1平成２９年

務

度分

管

     

理

振替払込手数料 11

費

19 負担金補助 48

(

,625

単

13 

位

委託料 4,514平成

：

２８年度以 及び交付金

千円

     下水

)

道台帳修正業務委託料

本

2,646前分

 年

     水質調査業

 

務委託料 3961

度

23 償還金利子 110

 予

     下水

 

道施設維持管理業務委

算

託料 1,370及び割

 

引料

額

     

 

下水道処理委託料 10

の

2「繰入金」

 

1

財

9 負担金補助及び交

 

付金 48,625一般

源

会計繰入金

 

  

内

   日光川下流流域

 

下水道維持管理費負担

訳

金 45,82011,

本

817

　

    

年

 下水道使用料徴収事

　

務費負担金 2,805

度 前

23 償還金利

　

子及び割引料 110「

年

諸収入」

　

   

度

  償還金 100延滞

節

金

目

     還

比

付加算金 101



度

出金

　(項)　１ 繰

節

出金

1 一般会計 1 1 2

目

8 繰出金 1

比

1

○

　

 一般会計繰出金 1繰

　

出金

較

28 繰出

特

金 1

　

 

　

一般会計繰出金 1

　定　　　財

計 1 1 1

　　　源 説　　　　　　　　　明
一般財源予　算　額 予　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 区　　分 金　　額

２款　下水道事業費　　１項　下水道事業費　　１目　下水道事業費

－19－ －20－

15 工事請負費 230,000下水道事業受益 22 補償、補塡 28,001

   公共下水道工事費 230,000者負担金 及び賠償金

22 補償、補塡及び賠償金 28,0015,500

 物件移転補償費 28,000平成２９年度分

 事業損

(

失補償費 11

款)　

「繰入金」

２ 

一般会計繰入金

下水

1,818

道事業費

　

計 2

(

90,921 315,

項

601 △24,680

)

92,000 181,

　

600 7,319 10

１

,002

(

 

款)　３ 公債費

　(

下

項)　１ 公債費

1 元

水

金 67,139 61,

道

164 5,975 23

事

償還金利子 67,13

業

9

費

67,139

(

○ 長期債元金 67,

単

139「繰入金」 及び

位

割引料

：

23 償

千

還金利子及び割引料 6

円

7,139一般会計繰

)

入金

本

 

 

地方債元金償還金 67

年

,13967,139

 度 予

2 利子 42,124

 

42,114 10 23

算

償還金利子 42,12

 

4

額

42,124

 

○ 長期債利子 42,

の

124「繰入金」 及び

 

割引料

財

23 償

 

還金利子及び割引料 4

源

2,124一般会計繰

 

入金

内

 

 

地方債利子 42,12

訳

442,124

本　年　度 前

計 109,263 10

　

3,278 5,985

年

109,263

　

(款)　４ 諸支



給　　与　　費　　明　　細　　書

(2)給料及び職員手当の増減額の明細

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

給与改定に
伴う増減分

昇給に伴う増加分

人事異動に伴う増額分

給与改定実施時期

増減額
(千円)

増減事由別内訳   (千円)

人事異動に伴う増額分

扶養手当の増減及び
勤勉手当の増加

制度改正に
伴う増減分

区 分

扶養手当：子　　　　　8,000円→10,000円
　　　　　　配偶者　　10,000円→ 6,500円

※配偶者のない職員の加算を廃止

勤勉手当：支給割合を増加
　　　　　　　Ｈ29 1.7月、Ｈ30　1.8月

0.23%給与改定率

319

給 料 2,137

40

平均昇給率 1.86%

備                                 考

Ｈ29.12

給与改定の状況

前年度 {

職 員
手 当

説                             明

1,778その他の増減分

その他の増減分

1,725

1,479

246

10

714

366 195 △126 △376 73

714 860 1,010 260 700 694

(千円) (千円) (千円) (千円)

10

管 理 職 手 当 通勤手当扶養手当

1,205 134

管 理 職 員 特 別

(千円) (千円) (千円) (千円)

25,368 5,180

住居手当 時 間 外 勤 務 休 日 勤 務 宿 日 直 手 当

324 767

(千円)

1,725 3,862 916

地域手当

4,778

30,54810,118

備        考区        分
(人)

給                      与                      費職員数 共  済  費

(千円)報      酬(千円) 職員手当(千円)        計  (千円)

合      計

(千円）

17,387 35,32611,843 29,230

給      料(千円)

6,096

15,250

2,137

4,511 2,952

3,610 2,260

期末手当

(千円)

1,226

前 年 度

比 較

5

本 年 度 5

1． 一  般  職

区 分

本 年 度

比 較

前 年 度

勤勉手当

(千円)

901 692

(1)総     括

勤 務 手 当 手 当      手 当      
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技能労務職

―37.2

７級

平 均 年 齢

一般行政職
部長又は

次長の職務

会計管理者、
課長、局長、
館長、所長、

室長又は主幹
の職務

係長又は
主査の職務

平 均 給 料 月 額

―

―

―

1

1

1

一    般    行    政    職

285,460

技    能    労    務    職

―

―

平 均 年 齢

(円)

(円) 346,014

(3)給料及び職員手当の状況

３ ０ 年 １ 月 １ 日 現 在

２ ９ 年 １ 月 １ 日 現 在

ア  職員１人当たり給与

区                                                               分

平 均 給 与 月 額

(歳)

(円)

(円)

25

5 100

306,387

36.5

級

20

７ 級

５ 級 25

20

1

1

266,925

20

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

(歳)

７ 級

構成比(％)

２ 級

１ 級

３ 級

２ 級

６ 級

1

2

1

140,400154,000147,100 (乙)(甲)

大 学 卒

一    般    行    政    職

職員数(人) 構成比(％)

イ  初  任  給
技 能 労 務 職    (円)

技 能 職

159,900

労         務         職

区 分

区 分

高 校 卒

職員数(人)

179,200

６ 級

一 般 行 政 職    (円)

３ 級

３ ０ 年 １ 月 １ 日 現 在

技    能    労    務    職

５ 級

４ 級

１ 級

級

計計

２ 級

20

20

計

１ 級

３ 級

１ 級

４ 級
２ ９ 年 １ 月 １ 日 現 在

３ 級

２ 級

区   分

ウ  級別職員数

(級別の標準的な職務内容)

50

計 4 100

定型的な業務を
行う職務

６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

主任の職務
高度の知識又は経験を必要とす

る業務を行う職務

課長補佐、
所長補佐、

室長補佐又は
主幹補佐の

職務

・高度な技能又は経験
・を必要とする業務を行
・う運転手の職務
・
・高度な知識又は経験
・を必要とする業務を
・行う寮母の職務

・相当高度な技能又は経験を必
要とする業務を行う運転手の職務
・相当高度な知識又は経験を必
要とする業務を行う寮母の職務
・困難な業務を行う用務員の職務
・困難な業務を行う調理員の職務

・運転手の職務
・寮母の職務
・用務員の職務
・調理員の職務

国の制度

一般行政職（円） 労務職（円）

147,100 －

179,200 －
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支給対象職員数

100 100

5

4

55

55

100 100

4

支    給    期    別    支    給   率

（人）

5

　　　　　　　　昇　給　に　係　る　職　員　数　（Ｂ）

本
年
度 号　給　数　別　内　訳

　６号給

　　　　　　　　比　　　　　率　　　　　　（Ｂ）　／　（Ａ）

　８号給

　２号給

　４号給

代　表　的　な　職　種

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

（人）

合　　　計

5

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

　　　　　　　　職　　　　　員　　　　　数　　　　　（Ａ） 5

5 5

（％）

（人）

（人）

（人）

（人）

（月分）

2.275

エ  昇給

前
年
度

（人）

（人）

　　　　　　　　昇　給　に　係　る　職　員　数　（Ｂ）

2.275

最高限度

（月分）（月分） （月分）

（人）

（人）

（％）

（人）

号　給　数　別　内　訳

（人）

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

１２月(月分)
区　　　分

本 年 度

2.325

2.125

６月(月分)

　　　　　　　　比　　　　　率　　　　　　（Ｂ）　／　（Ａ）

区　　　分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者

47.709

国　の　制　度

支　給　率　等

　２号給

　４号給

　６号給

　８号給

オ  期末手当・勤勉手当

　　　　　　　　職　　　　　員　　　　　数　　　　　（Ａ）

　３号給

備   考

その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置
（1年につき3％加算）

定年前早期退職特例措置
（1年につき3％加算）

支 給 率 計

( 月 分 )

47.709

47.709

職制上の段階、職務

の級等による加算措置

有

有4.4

4.4

4.4

有

通 勤 手 当 同

(人) 5

6

備　　　　　考

（支給率等）
24.586875

扶 養 手 当 同

前 年 度

国 の 制 度 2.125

24.586875

2.075

33.27075 47.709

33.27075

6

支　 給 　対 　象 　地 　域

ク  その他の手当

区 分 国の制度との異同

国の指定基準に基づく支給率（％）

（人） 1 1

住 居 手 当 同

キ  地 域 手 当

大　　治　　町

支 給 率 (％)
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該年度末現在高見込額
当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

1 下水道債 2,171,590 2,315,827 261,500 67,139 2,510,188

（1） 下水道債 2,171,590 2,315,827 261,500 67,139 2,510,188

合　　　計 2,171,590 2,315,827 261,500 67,139 2,510,188

(単位 千円)

当 該 年 度 中 増 減 見 込
区　　　分 前 前 年 度 末 現 在 高 前年度末現在高見込額 当

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び 

当該年度末における現在高の見込みに関する調書 
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